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　2007年に、創立60周年を迎えた日本工学院専門学校。同校のITカレッジでは、ITスキルだけではな
く、ヒューマンスキルやビジネススキルもバランスよく身につけた企業が求める人材の育成に力を入れて
います。その一環として、マイクロソフト認定資格の取得が奨励され、2008年度からは、Word 2007と
Excel® 2007に加えて、Microsoft® Certified Application Specialist（MCAS）の試験対策ソフト
の入ったノートパソコンを全入学生に支給。“資格と実学との両方をバランス良く教育する”をモットー
とする日本工学院専門学校の取り組みをお聞きしました。

専門学校として初めてコンピュータ教育を開始
――各分野で活躍するITエンジニアを育成

　日本工学院の母体となる学校法人片柳学園
は、1947 年の創立。当初は、絵画科と洋裁科
を擁する各種学校としてスタートしました。
その後、1958 年にテレビの本放送が開始す
ると、それと合わせてテレビ技術者の育成に
取り組むなど、社会のニーズにいち早く対応
したうえでのスペシャリスト教育を常にリー
ドしてきました。1966 年には日本の専門学
校として、初めてコンピュータ教育を開始。日
本の大型コンピュータ第2号機を導入したこ
とでも話題になりました。そして、創立 60 周
年を迎えた2007年からは、培ってきた総合専
門学校としてのノウハウと、質の高い専門教
育を実現するためにカレッジ制を導入。現在
は、IT カレッジ、クリエイターズカレッジ、
ミュージックカレッジ、テクノロジーカレッ
ジ、医療カレッジ、スポーツカレッジの6つの
カレッジを擁しています。
　

　

　IT カレッジは、4 年制の IT スペシャリス
ト科と、2年制の情報学科、パソコン・ネット
ワーク科、情報ビジネス科の4学科からなり、
それぞれいくつかの専攻・コースに分かれて
います。ITカレッジのカレッジ長、倉重明さ
んは、同カレッジが育成する人材について次

のように説明します。
　「いずれの学科も、各分野の IT エンジニア
を育成するのが目的です。しかし、ITエンジ
ニアと言っても、単にプログラミングができ
ればよしということではなく、企画・分析・設
計やマネジメントをするための基礎力を身に
つけて卒業してほしいと考えています」

企業で求められる3つのスキル
――Officeソフトを使いこなすことの重要性

　
　ITカレッジの教育理念は、産業界のニーズ
に対応した人を育てること。すなわち、実践
力、即戦力を養うことです。そのためには3つ
のスキルー「ITスキル」「ヒューマンス
キル」「ビジネススキル」をバランスよく身
につけることが大切だと倉重さんは強調しま
す。ヒューマンスキルとは、社会人としての常
識や仕事に対する責任感、コミュニケーショ
ン能力などを指します。ビジネススキルは、各
種業界の基本的な知識やビジネスの基礎知識
です。ITカレッジでは、ヒューマンスキルや
ビジネススキルを、ITスキルと同様に重複し
た指導方針が採られています。そして、これら
のスキルを高めるうえで、Microsoft Office製
品のアプリケーションソフトを使いこなせる
ことも重要な要素として位置づけています。
　「今は、ほとんどの企業でOffice製品を使っ
ています。IT エンジニアが仕事をするため
には、Excel や Word などの Office 製品を活
用し、生産性を向上させることが不可欠で
す。プログラミング作業でも、その前後には
さまざまなドキュメンテーションが必要で
す。設計書や仕様書を Word で作成したり、
PowerPoint® を使ってプレゼンテーションを
したり・・・。実際の仕事の現場では、そのよう
なスキルを発揮しつつ業務に取り組むことが
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同校では、学生のキャリア設計支援を目的とした「キャリア
サポートセンター」も設けられている



基本です。Office製品を使えるスキルを持ち、
それを活用できることが良い仕事をする第一
歩だと考えています」
　さらに、実際に社会に出て SE として活躍
している卒業生に話を聞くと、よりリアルに
そのような現状が見えてくると言います。
　「SEという職種は、プログラミングなどの
実作業よりも、設計や管理などの作業が中
心となります。そして、プロジェクト管理に
ExcelなどのOffice製品をよく利用すると、あ
る卒業生は言っていました。その卒業生は、在
学中に多数のIT系の資格を取得しましたが、
そのなかでも、現在、最も活用しているのは、
Microsoft Office Specialistの資格取得で習得
したスキルだと言っていました」
　また、ネットワークの発達とデジタル化の
進展により、ドキュメントのあり方が変化し
たことも、Office製品のアプリケーションソ
フトをマスターする必要性が増したひとつの
要因だと言います。
　「以前は、文書を紙に印刷してそれを配って
いましたが、今はデジタルデータで配布する
ことが大半です。そうすると、ただ印刷したも
のがきれいに見えればよいということでは
なくて、ドキュメントの作り方自体も大事に
なってくる。誰かが作成したデジタルデータ
をほかの人が修正する際に、作り方がバラつ
いていて共有化できないようでは、仕事の効
率が非常に悪いですね。そういう意味でも、使
い方を体系立ててマスターしておくことはビ
ジネスを円滑に進めていくためにも重要なこ
とだと考えています」

資格と実学の両方をバランスよく教育
――企業が、本当に求める人材を育てるために

　日本工学院では、2005 年から学内（蒲田
キャンパス）で Microsoft Office Specialist を
受験できる体制を整備。さらに、2007 年 11
月からは八王子キャンパスでも受験できるよ
うになりました。また、資格試験のための対策
は、主に「ライセンス系」という区分の科目の
なかで実施。これは、前期と後期それぞれ 20
週のうち、最後の 5 週で集中して試験対策講
座を受け、講座が修了した時点で受験すると
いうシステムです。どの資格の対策講座を受
けるかは、学生が自分の目標とレベルに照ら
し合わせ、担任と相談して決めていきます。

Office製品のアプリケーションソフトの使い
方を授業で教えるだけでなく、資格取得とし
て推奨する理由について、倉重さんはこう説
明します。
　「就職活動時のアピール材料のひとつにな
るという点が挙げられます。この資格は、学内
試験での評価ではなく、世界で認められてい
る資格なので、企業側から見ても取得した学
生のレベルがわかりやすい。また、資格取得の
ための勉強過程もプラスになりますし、資格
を取得したことで自分に自信がつく、という
こともあります。とはいえ、私たちは資格だけ
を取得すればいいという考えは持っていませ
ん。当校のモットーは、“資格と実学の両方を
バランスよく教育する”ということで、資格対
策だけを徹底すれば取得率はもっと上がると
思いますが、それだけでは学生が会社に入っ
てから苦労するだけですから」
　日本工学院がコンピュータ教育をはじめて
40数年。その長い歴史のなかで多数の人材を
社会に輩出してきた同校は、企業側が本当に
求める人材について常にヒアリングを重ねて
きました。そうした企業からの意見は当然、カ
リキュラム作りにも反映されています。
　「今後は、マイクロソフト認定資格の取得を
ITカレッジの全学科で必須にしていきたいと
考えており、2010 年からの導入を検討中で
す。ITエンジニアとして社会で活躍するため
にも、そのベースとなる Office 製品のアプリ
ケーションソフトの利用スキルの必要性は伝
えていきたいと考えています」
　上記のような方針は、企業がそういったス
キルのある人材を求めているからに他なりま
せん。同校では、社会人になった学生が、学校
で習得した専門性を仕事で活かすためのベー
シックスキルとして、この資格の取得が位置
づけられています。
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取材ご協力
日本工学院八王子専門学校
日本工学院専門学校
ITカレッジ
カレッジ長　倉重 明さん

蒲田キャンパスは2010年に完成予定。上記イラストは、
「蒲田キャンパス新構想」のシンボル、新タワーのイメージ
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※ Microsoft、Excel、PowerPoint は、米国 Microsoft Corporation の米国およびその他の国における登録商標または商標です。
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